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北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和 年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
別表第４の保健福祉事務所の事項第 項中「（主として運営主体が医療機関のものを除
く。）」を削り、同項第１号中「痴呆対応型共同生活介護」を「認知症対応型共同生活介

護」に、「及び福祉用具貸与に係る」を「、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を行う」に、
「以下この項の第４号から第６号」を「第５号から第７号」に改め、同項中第 号を第 号
とし、第７号から第 号までを３号ずつ繰り下げ、第６号を第７号とし、同号の次に次の２
号を加える。

第 条の２第２項の規定に基づき、市町村長から指定地域密着型サービス事業者の
指定をしようとする旨の届出を受けること。
第 条の２第３項の規定に基づき、市町村長に対し必要な助言又は勧告をすること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第 項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第
３号の次に次の１号を加える。

第 条第１項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者（介護予防訪問介護、
介護予防訪問入浴介護、介護予防通所介護、介護予防短期入所生活介護、介護予防特
定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を行う
ものに限る。）を指定すること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第 項中「主として運営主体が医療機関のものに限る」
を「札幌市の区域に係るものを除く」に改め、同項第１号中「に係る」を「を行う」に、
「以下この項の第５号から第７号」を「第６号から第８号」に改め、同項中第 号を第 号
とし、第５号から第 号までを１号ずつ繰り下げ、同項第４号中「居宅サービスの指定を不
要とする」を「指定居宅サービス事業者の特例に係る別段の」に改め、同号を同項第５号と
し、同項第３号中「居宅サービスの指定を不要とする」を「指定居宅サービス事業者の特例
に係る別段の」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

第 条第１項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者（介護予防訪問看護、
介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所リハビ
リテーション及び介護予防短期入所療養介護を行うものに限る。）を指定すること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第 項に次の２号を加える。
介護保険法等の一部を改正する法律（平成 年法律第 号。次号において「改正

法」という。）附則第 条第１項ただし書の規定に基づき、指定介護療養型医療施設
又は介護老人保健施設の開設者から、指定介護予防サービス事業者の特例に係る別段
の申出を受けること。
改正法附則第 条ただし書の規定に基づき、保険医療機関、特定承認保険医療機関

又は保険薬局の開設者から、指定介護予防サービス事業者の特例に係る別段の申出を
受けること。
附 則

１ この訓令は、平成 年４月１日から施行する。ただし、別表第４の保健福祉事務所の事
項第 項各号列記以外の部分の改正規定、同項第１号の改正規定（「痴呆対応型共同生活
介護」を「認知症対応型共同生活介護」に改める部分に限る。）、同事項第 項各号列記
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以外の部分の改正規定、同項第１号の改正規定（「に係る」を「を行う」に改める部分に
限る。）、同項第３号及び第４号の改正規定並びに同項に２号を加える改正規定並びに次
項の規定は、同年２月 日から施行する。

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日から平成 年３月 日までの間においては、保
健福祉事務所長の専決事項は、この訓令（同項ただし書に規定する改正規定に限る。）に
よる改正後の北海道事務決裁規程別表第４に定めるもののほか、次のとおりとする。

介護保険法等の一部を改正する法律（平成 年法律第 号。以下「改正法」とい
う。）附則第 条の規定により改正法の施行の日前において改正法第３条の規定による
改正後の介護保険法（平成９年法律第 号。以下「新介護保険法」という。）第 条
第１項の規定に基づき指定居宅サービス事業者の指定の手続（特定福祉用具販売に係る
ものに限る。）を行うこと。
改正法附則第 条の規定により改正法の施行の日前において新介護保険法第 条第１

項の規定に基づき指定介護予防サービス事業者の指定の手続（札幌市の区域において行
う介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、
介護予防通所リハビリテーション及び介護予防短期入所療養介護に係るものを除く。）
を行うこと。
改正法附則第 条の規定により改正法の施行の日前において新介護保険法第 条の２

第２項の規定に基づき市町村長から指定地域密着型サービス事業者の指定をしようとす
る旨の届出を受けること。
改正法附則第 条の規定により改正法の施行の日前において新介護保険法第 条の２

第３項の規定に基づき市町村長に対し必要な助言又は勧告をすること。

告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、恵庭土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 福 本 千志夫 恵庭市上山口 番地
同 同 同 茶 木 雄 一 北広島市南の里 番地
同 同 同 森 美 弘 千歳市 加 番地の６
同 同 同 坂 本 宏 一 恵庭市林田 番地
同 同 同 竹 生 輝 雄 同 下島松 番地

同 同 同 吉 田 俊 二 同 穂栄 番地
同 同 同 中 島 一 雄 同 中島松 番地
同 同 同 島 邦 夫 同 漁太 番地
同 同 同 松 岡 初 同 春日 番地
同 同 監 事 宮 田 寛 同 中央 番地
同 同 同 谷 次 廣 義 同 下島松 番地の２
同 同 同 大 滝 崇 夫 同 北島 番地の２
退 任 同 理 事 福 本 千志夫 同 上山口 番地
同 同 同 茶 木 雄 一 北広島市南の里 番地
同 同 同 柳 田 義 則 恵庭市漁太 番地
同 同 同 竹 生 輝 雄 同 下島松 番地
同 同 同 吉 田 俊 二 同 穂栄 番地
同 同 同 中 島 一 雄 同 中島松 番地
同 同 同 森 美 弘 千歳市 加 番地の６
同 同 同 坂 本 宏 一 恵庭市林田 番地
同 同 同 山 下 誠 一 同 春日 番地
同 同 監 事 宮 田 寛 同 中央 番地
同 同 同 谷 次 廣 義 同 下島松 番地の２
同 同 同 大 滝 崇 夫 同 北島 番地の２

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、次のとおり土地改良区
の役員の住所変更の届出があった。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
上磯土地改良区

理 事 小野寺 喜一郎 上磯郡上磯町字大工川 番地の３ 北斗市大工川 番地の３
同 蝦 名 勝 義 同 字清川 番地 同 清川 番地
同 伊 藤 正 次 同 字中野通 番地 同 中野通 番地
同 山 本 一 美 同 字中野 番地 同 中野 番地
同 浮 須 信 一 同 字押上 番地 同 押上 番地
同 白 川 優 悦 同 字清川 番地の１ 同 清川 番地の１
同 渡 辺 光 雄 同 字押上 番地の１ 同 押上 番地の１

理 事 ・
監事の別

氏 名 住 所
変 更 前 変 更 後
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理 事 高 田 冨士夫 亀田郡大野町字村内 番地 北斗市村内 番地
同 高 岡 清 美 同 字萩野 番地 同 萩野 番地
監 事 高 田 一 美 同 字村内 番地 同 村内 番地
同 東 寺 敏 光 上磯郡上磯町字大工川 番地 同 大工川 番地

渡島平野土地改良区

理 事 和 田 善次郎 亀田郡大野町本町 番地 北斗市本町 番地
同 丹 内 榮 同 字一本木 番地 同 一本木 番地
同 吉 田 勝 幸 同 字市渡 番地 同 市渡 番地
同 坂 本 常 光 同 字市渡 番地の２ 同 市渡 番地の２
同 原 田 清 勝 同 字白川 番地の２ 同 白川 番地の２
同 新 栄 和 明 同 字南大野 番地 同 南大野 番地
同 伍 樓 進 同 字萩野 番地 同 萩野 番地
同 今 柾 雄 上磯郡上磯町字追分 番地の 同 追分 番地の
監 事 溝 井 矢 一 同 字追分 番地の４ 同 追分 番地の４
同 田 澤 信 之 亀田郡大野町字千代田 番地 同 千代田 番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次の地区について道営
土地改良事業の土地改良事業計画を定めた。
その関係書類は、平成 年２月 日から 日間、一般の縦覧に供する。
なお、この計画については、同条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起
算して 日以内に北海道知事に異議申立てをすることができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
豊 田 経営体育成基盤整備（区画整理） 北海道渡島支庁
美 川 畑地帯総合整備［担い手育成型］（農業用用排水、農道、暗きょ、土層改良） 北海道十勝支庁
士 幌 佐 倉 同 ［担い手支援型］（農道、暗きょ、土層改良） 同
池 田 南 部 同 ［担い手支援型（単独土層改良）］（暗きょ、土層改良） 同
芽 室 草地整備［公共牧場中核型］（区画整理） 同

上佐幌中央 農免農道整備 同
広 野 一般農道整備（集乳農道） 北海道根室支庁
根 室 西 草地整備〔担い手中核型〕（区画整理） 同
計 根 別 北 同 同

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、当別土地改良区の
行う土地改良（茂平沢地区災害復旧（農業用施設））事業の工事を平成 年 月 日に完了
した旨の届出があった。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

昭和 年北海道告示第 号（漁港区域に係る海岸保全区域の指定）の一部を次のように
改正する。
その関係図面は、北海道水産林務部漁港漁村課及び北海道胆振支庁に備え置いて縦覧に供
する。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道渡島東沿岸 田漁港海岸保全区域の事項を次のように改める。
北海道渡島東沿岸 田漁港海岸保全区域
市町村名 海 岸 保 全 区 域
田 郡 指定の区域
田 町 （入江地区）

１ 点の位置
基 点 １ ２から 度の方向 メートルの点

２ 北海道 田郡 田町字入江 番地の北西角
３ 同 字入江 番地の南西角
４ ３から 度の方向 メートルの点
５ ４から 度の方向 メートルの点

補助点１の１ １から 度の方向 メートルの点
４の１ ４から 度の方向 メートルの点
５の１ ５から 度の方向 メートルの点

２ 区 域
田入江地区海岸 １、２、３、４、５、５の１、４の１、１の１及び１

理 事 ・
監事の別

氏 名 住 所
変 更 前 変 更 後
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の各点を順次に結んだ線により囲まれた区域
（大磯地区）
１ 点の位置
基 点 １ ３から 度の方向 メートルの点

２ １から 度の方向 メートルの点
３ 北海道 田郡 田町字大磯町 番の西角
４ 同 字大磯町７番の４西角
５ 同 字大磯町９番の１東角
６ ５から 度の方向 メートルの点
７ ６から 度の方向 メートルの点
８ ７から 度の方向 メートルの点
９ 北海道 田郡 田町字本町 番の１西角

同 字本町 番の４南角
から 度の方向 メートルの点

補助点１の１ １から 度の方向 メートルの点
の１ から 度の方向 メートルの点

２ 区 域
田大磯地区海岸 １、２、３、４、５、６、７、８、９、 、 、 の

１、１の１及び１の各点を順次に結んだ線により囲まれ
た区域

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和 年法律第
号）第 条の規定による通知があった。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所

檜山郡江差町字新栄町 ・ の１・ の１・ の２・ の１・ ・ の１
（以上７筆について次の図に示す部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２ 保安林予定森林の所在場所
久遠郡せたな町北檜山区太櫓 地先・ の１地先・ 地先（以上３筆地先国有林。

次の図に示す部分に限る。）、 ・ の１・ （以上３筆について次の図に示す部
分に限る。）、
指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
３ 保安林予定森林の所在場所 沙流郡平取町字貫気別 の６・ の２（以上２筆につ

いて次の図に示す部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
４ 保安林予定森林の所在場所

河東郡士幌町字下居辺西二線 の１・ の４（以上２筆について次の図に示す部分
に限る。）、 の
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
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５ 保安林予定森林の所在場所 足寄郡陸別町字ポントマム の１・ の２（以上２筆
について次の図に示す部分に限る。）

指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部道路整備課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日から
２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 岩見沢三笠線 三笠市弥生花園町 番 地先から 平成
北海道札幌土木現業所 三笠市弥生桜木町 番地先まで
道道 栗山北広島線 北広島市中の沢 番１地先から 同
北海道札幌土木現業所 北広島市中の沢 番３地先まで
道道 大 野 上 磯 線 北斗市南大野 番２地先から 同
北海道函館土木現業所 北斗市清水川 番４地先まで
道道 然 別 余 市 線 余市郡仁木町然別国有林石狩森林管理署 林班ろ 同
北海道小 土木現業所 小班地先から余市郡仁木町然別国有林石狩森林管理

署 林班ろ小班地先まで
道道 静 内 浦 河 線 浦河郡浦河町字瑞穂 番 地先から 同
北海道室蘭土木現業所 浦河郡浦河町字瑞穂 番地先まで
道道 厚 岸 標 茶 線 厚岸郡厚岸町片無去 番地先から 同
北海道釧路土木現業所 厚岸郡厚岸町片無去 番地先まで
道道 根室浜中釧路線 釧路郡釧路町大字昆布森村字昆布森 番地先から 同
北海道釧路土木現業所 釧路郡釧路町大字昆布森村字昆布森国有林根釧西部

森林管理署 林班は小班地先まで

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部道路整備課及び北海道稚内土木現業所に備え置いて、告示
の日から２週間、一般の縦覧に供する。

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道釧路支庁経
済部林務課及び厚岸町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成 年２月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林 厚岸郡厚岸町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
厚岸町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
２ 指定施業要件変更予定保安林 厚岸郡厚岸町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
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平成 年２月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道
２ 路 線 名 宗谷ふれあい公園線
３ 道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
稚内市声問５丁目 番１地先から 前 から ――稚内市声問５丁目 番２地先まで まで

前 から ――まで

後 から ――まで

北海道告示第 号

昭和 年北海道告示第 号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正する。

平成 年２月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

２ 売りさばき人の項新函館農業協同組合の事項中「同 砂原支店」を削り、同
項椴法華漁業協同組合の事項を削る。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第 号

交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区（昭和 年北海道警察本部告示第
号）の一部を次のように改正し、平成 年２月 日から施行する。
平成 年２月 日

北海道警察本部長 口 建 史
別表函館方面函館中央警察署の項中

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 北海道総務部法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

「
五稜郭駅
前

同 亀田本
町 番５号

」
を

「

富 岡
同 富岡町
１丁目 番７
号

」

に改める。


